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オンラインデータ連携基盤を活用した業務アプリの相互流通スキームを構築！ 

～「地銀共同センター・ＭＥＪＡＲ システム・ワーキンググループ（ＣＭＳ－ＷＧ）※１」 
の取り組み【第一弾】～ 

京都銀行（頭取 土井 伸宏）は、ＮＴＴデータ地銀共同センター※2参加行１２行とともに、

ＭＥＪＡＲ※3 参加行５行と昨年１１月に立ち上げたシステム・ワーキンググループ（以下、 

『ＣＭＳ－ＷＧ』）」での第一弾の取り組みとして、業務アプリの相互流通スキームを構築しまし

たので、お知らせいたします。 

今回構築した相互流通スキームは、オンラインデータ連携基盤／ＳＥＨｕｂ※4を活用して構築

しております。本件スキームを活用することで、先発行が開発した業務アプリを相互に活用し、

短期間、低コストでの実装を可能とするとともに、各行のノウハウを共有化することで、デジタ

ル分野でのサービス拡充を一段と加速させ、しかも効率的に実現することができます。また、本

件スキームは広く公開する方針としており、ＣＭＳ－ＷＧ参加行以外の金融機関も幅広く参

画いただく予定です。 

なお、５つの検討テーマを掲げてスタートしたＣＭＳ－ＷＧでは、経営資源のより一層の有効

活用を念頭に置いたシステム運用の効率化を引き続き進めてまいります。 

当行では、今後も連携の枠組みを活用し、お客さまに付加価値の高いサービスを提供すると

ともに、さらなる利便性向上とコンサルティング体制強化を実現してまいります。 

記 

スキーム概要 

名 称 
オンラインデータ連携基盤／ＳＥＨｕｂを活用したアプリ相互流通スキーム 

（相互流通スキーム） 

内 容 

・両センターの先発行で開発済みの業務アプリ（約２０業務）について、業務
アプリ導入希望行による利用が可能です。導入希望行は、先発行の事務を踏襲
することで、短期間かつ低コストで利用が可能となります。 

・新たな業務アプリの両センターでの共同検討を実施します。 

・両センターに加え、他行・他共同センター（ＣＭＳ－ＷＧ以外の銀行）への
業務アプリ提供を実施します。 
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※1 地銀共同センター・ＭＥＪＡＲ システム・ワーキンググループ（ＣＭＳ－ＷＧ）…システム関連で親和性の

ある両グループがそれぞれの強みを生かし、参加行共通の課題に対するシステム運用の効率化を検討する場。 

※2 地銀共同センター…ＮＴＴデータが構築・運営する、地方銀行・第二地方銀行向け基幹系共同センター。 

参加行は以下の通り（利用開始および銀行コード順） 

京都銀行、千葉興業銀行、岩手銀行、池田泉州銀行、愛知銀行、福井銀行、青森銀行、秋田銀行、四国

銀行、鳥取銀行、西日本シティ銀行、大分銀行、山陰合同銀行 

※3 ＭＥＪＡＲ…ＮＴＴデータが構築・銀行が主体で運営する、地方銀行・第二地方銀行向け基幹系共同

センター。参加行は以下の通り（利用開始および銀行コード順） 

横浜銀行、北海道銀行、北陸銀行、七十七銀行、東日本銀行 

※4 オンラインデータ基盤／ＳＥＨｕｂ（Ｓｅｒｖｉｃｅ Ｅｎｇａｇｅｍｅｎｔ Ｈｕｂ）…地銀共同センタ

ーおよびＭＥＪＡＲのそれぞれで構築した外部サービスや銀行システムと容易にＡＰＩ連携できる基盤。 

以 上 

 京都銀行グループでは、従来から「地域社会の繁栄に奉仕する」という経営理念に基づいた企業活動を行
ってまいりました。今後も経営理念のより一層高いレベルでの実践であるSDGs達成に向け、地域の社会
課題の解決に貢献してまいります。なお、関連するプレスリリースにSDGsの目標のアイコンを明示して
おります。 

【SDGs】2015 年9 月に国連で採択された、経済・社会・環境のあり方についての2030 年までの世界
共通目標。17のゴールと169のターゲットで構成されている。 

地銀共同センター参加行（１３行）  ＭＥＪＡＲ参加行（５行） 


